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世界で競い成長する大学経営のあり方に関する研究会

世界と競い合う大学が必要となる財務会計の仕組み

資料４



世界と競うために、中長期の視点で財務戦略を立てられることが必要

「国立大学は“中長期経営を求められているが、中長期の財務戦略を自ら設計できない組織」であり、
世界の大学と競うためには中長期で財務戦略を作れる制度的な土台を作るべきではないか。

① 中期目標・中期計画で財務がぶつ切り
（事業は6年単位、財務戦略も6年単位では済まず、
中長期投資が“制度的にも経済的にも”見通せない）

研究・人材・施設設備は10年超のスパンにも関わ
らず、中期目標ごとに計画がリセットされる。財務上
も余剰財源について６年での精算・繰越認可行為が発
生する仕組みとなっている。

③インフレ進行下で単年度予算に縛られている
（人件費や物価・建築費の高騰局面への構造的不適合）

・施設の長寿命化計画・設備マスタープランで財源計画も策定し
ているが、国からの予算の保証はなく、補正頼みの自転車操業。
・人件費・物価の高騰局面の中、運営費交付金や施設整備費は単
年度管理、授業料値上げ・財源繰越は限定的となっている。
・インフレ環境下では財務上の理由で事業の先送りは致命的。

② 中長期の財務戦略を構築することが縛られている

・寄附以外の大学の外部資金の繰越は、目的積立金と
して文科省承認事項。（JPEAKS採択大学からも補助
期間中に稼いだ財源を補助終了後に繰越する要望）
・法人債発行や長期借入金も許認可事項であり、金利
上昇局面で機動的に必要な財務手段が使えない。
・資金運用の体制も許認可事項であり、運用の自由度
の制約がある。

近年の最も
大きい課題

⇒次ページに
自然科学研究機構
におけるシュミ
レーション試算例
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昨今の物価上昇は、我が国の学術・教育、科学技術力の維持・向上に多大な影響。
特に人件費は上昇割合が高く、かつ研究及び運営に大きく影響することから、抜本的な施策が必要。

◇第4期中期計画(令和4(2022)-9年(2027年))期間における目標を達成するためには、当期終了までの3年間に、
物価上昇等を考慮した予算が不可欠。

◇自然科学研究機構の研究・運営に必要な経費と共同利用・共同研究に必要な経費に分類し、過年度（令和3～6年度）
の不足額を算出するとともに、令和7～9年度の不足額をシミュレーションする。

令和7～9年度の3年間で計 78億円の運営に関わる経費、及び 23億円の施設・研究機器経費の不足が見込まれる。
大学共同利用機関法人としての役割を果たすためにも、物価上昇に対応することが不可欠。
なお、令和3～6年度の４年間で計 28億円の運営に関わる経費、及び 15億円の施設・研究機器経費が不足が生じている。

注) ※1:R6年度決算額
※2:過去8年の平均値
※3:政府から特別の措置が実施される等
※4:前年度の決算額に当年度の上昇率を乗じた額と前年度の決算額との差額を当年度の不足額として計上

単位:億円

物価上昇に伴う科学技術予算の構造改革

（２０２5年10月23日時点のｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ）

【参考】自然科学研究機構における将来の物価上昇のシュミレーション
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